
H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30

統合:供給単価 187 187 187 187 187 197 197 197 197 197 209 209 209 209 209 224 224 224 224 224 237 237 237 237

供給単価 181 182 182 181 181 181 181 182 182 182 182 182 182 182 182 182 182 183 183 183 183 183 183 183 183 183 183 185 185 185 185 195 195 195 195 195 207 207 207 207 207 222 222 222 222 222 235 235 235 235

差異 -4 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2 -2

※議会での議論が深まるよう大西淳文が試算したものでオーソライズされたものではありません。 ※供給単価は小数点四捨五入して表示

※先の建設企業委員会で提出した資料を精査し一部修正しました。（県から情報公開で得た１１月２０日時点の資料を用いて作成しています。）

100

120

140

160

180

200

220

240

260

280

300

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 R26 R27 R28 R29 R30

奈良市水道事業供給単価等推移・県域水道一体化供給単価等比較

建設改良費(億円) 資金－負債(億円) 単独:資金－負債(億円) 統合:資金－負債(億円) 供給単価(円) 単独:供給単価(円) 統合:供給単価(円)

億円

参加するメリットとして水道料金（供給単価）が単独経営より事業統合

の方が安価となることを企業局長は議会にも強調し説明しているが、この

資料からも分かるように統合ありきの供給単価で比較されている。

現実的な財政シミュレーションとすれば、事業統合より単独経営の方が

水道料金は安価となる。

単独経営の水道料金をベースに料金の抑制を検討できる経営統合に方向

転換すべきで事業統合を前提とした覚書を締結すべきではない。

と思料する。

50

布目・比奈知ダム建設費の償還で建設改良費を抑制 抑制していた建設改良費を上乗せして更新事業を実施 毎年約３３.５億円

※市の判断で年３.５億円程度を抑制し効率的に実施することで供給単価

を更に年１０円程度引下げることも可能

資金約２８３億円・負債約２９４億円が

資金約 ５６億円・負債約１７６億円に。

積み上がった内部留保資金を是正

統合供給単価から－２円に設定しても持続可能

※建設費改良費を３０億円とすれば更に１０円程度

引き下げられる。（裏面 中長期計画）

Ｒ３０ 資金約２３４億円・負債約４４６億円

下記要因により資金がさらに減少

葛城市・大淀町のセグメント会計

大和郡山市の不参加

不要資産減額での建設改良費の捉え方の修正

（例えば本市木津浄水場の廃止で毎年約２億円減額）

により資金が更に減少することが考えられる。

Ｒ７ 資金約５７０億円・負債約５６３億円

Ｈ１１ 資金約１１億円・負債約４３４億円

円

①

②

現実的でない事業統合ありきの供給単価

資金－負債＝(純貯金額)又は(純負債額)


